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大学生の発達障害傾向について

序文
自閉スペクトラム症（Autism Spectrum Disorder；

以下ASD）とは、これまでは自閉症、広汎性発達
障害（Pervasive Developmental Disorders；以下
PDD）、アスペルガー症候群（Asperger）などと呼
ばれた。注意欠如・多動症/注意欠如・多動性障害

（Attention-Deficit/Hyperactivity Disorder；以下
ADHD）発達年齢に見合わない不注意と多動－衝
動性の症状が同程度の年齢層に比べ、頻繁に強く出
る症状である。我が国では発達障害者支援法が「自

閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障
害、学習障害、注意欠如多動性障害その他これに類
する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢に
おいて発現するものとして政令で定めるもの」を発
達障害と定義した。世界保健機関（WHO）による疾
病及び関連保健問題の国際統計分類（International 
Statistical Classification of Diseases and Related 
Health Problems；以下ICD）では2018年にICD-11
に改訂され、自閉症やアスペルガー症候群を含む
PDDが自閉症スペクトラム障害あるいは自閉スペ
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要旨
	 背景：質問紙調査による大学生の注意欠如・多動症/注意欠如・多動性障害（Attention-Deficit/Hyperactivity Disorder；以下

ADHD）傾向と自閉症スペクトラム障害（Autism Spectrum Disorder；以下ASD）傾向の調査を行い両者の関連を調
査した。

	 方法：対象者は大学１年生で「心と健康　ストレス」の授業を履修した後、質問紙調査に回答した186名（男性38名　女性
148名）を対象とした。

	 結果：ADHD傾向とASD傾向には有意な正の相関が見られた。ADHD傾向が高い学生はASD傾向も高く、両者に関連が見ら
れた。

	 考察：この結果より、ADHD傾向とASD傾向両方の特性を持つ学生が存在する可能性があることを学校側が考慮しその症状
に対応をすることにより、学生の授業や学生生活への負担が少なくなることが考えられた。

Abstract
	 Background：We investigated the tendency of university students to have Autism Spectrum Disorder （ASD） and Attention-

Deficit / Hyperactivity disorder （ADHD） by questionnaire, and investigated the relationship between the two.
	 Method：The subjects were 186 people （38 men and 148 women） who answered the questionnaire after taking the “Mental 

and Health Stress” class in the first year of university.
	 Results：There was a significant positive correlation between ADHD and ASD tendencies. Students with a high tendency 

for ADHD also had a high tendency for ASD, and there was a relationship between the two.
	 Discussion：it was considered that the burden on the students themselves would be reduced by taking into consideration 

that there is a possibility that the students have both ADHD tendency and ASD tendency.

キーワード：注意欠如・多動性障害、自閉症スペクトラム障害、質問紙調査、大学生 
Keywords：ASD ADHD questionnaire survey university student
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クトラム症として神経発達障害（Neurodevelopmental 
Disorders）に分類され、アスペルガー症候群の名称
は使用されなくなっている。また、アメリカ精神医
学会（American Psychiatric Association）では
2013年に診断基準がDSM-Ⅳ-TRからDSM-5に改
訂され、アスペルガー障害（Asperger Disorder）
の名称はなくなり、自閉スペクトラム症／自閉症ス
ペクトラム障害として神経発達症群／神経発達障害
群（Neurodevelopmental Disorders）に分類されて
いる。ASDとしてまとめられた背景としては、「自
閉症」や「アスペルガー症候群（DSMでは障害）」
等と診断される症状は、連続体（spectrum、スペ
クトラム）として捉えることが必要で、強い自閉傾
向から健常な状態まで線引きすることはできないと
いう考え方によるものである。改定前の診断基準に
おいて、それぞれ「自閉症」「高機能自閉症」「アス
ペルガー症候群」と診断された人でも、それらを
はっきりと区別することはできず、人によって症状
や状態、本人の困り感はさまざまであることは以前
より知られていた。そのため児童・生徒に限らず、
青年期、成人期に入っても、自閉スペクトラム症で
あることに気づかず、人知れず困難を抱えている場
合が少なくない。

ADHDはDSM-Ⅳ-TRの診断基準ではどちらの診
断基準も満たす場合はPDDが優先され、ADHDと
して診断されていなかった。臨床の現場では、それ
ぞれの障害が重なり合っていて、定型発達との明確
な線引きも難しくグレーゾーンが多いという現実が
みられた。DSMの診断基準改定に伴い、DSM-Ⅳ
-TRでは認められていなかったASDとADHDの併
存が、DSM-5では認められている点と、成人期の
ADHDについての項目も追加されている点が特筆
すべき事項である。

発達障害の定義は医学的に統一的な見解を得るに
至っていない。大学への入学希望者総数が入学定員
を下回る状況を迎えつつある時代となり、大学では
入学する学生は多様化している。その中で、発達障
害を持つ学生への大学の対応は重要となっている。
2016年に改正施行された発達障害者支援法（第８
条第２項）では「大学および高等専門学校は、発達
障害者の障害の状態に応じ、適切な教育上の配慮を
するものとする」とされ、大学・短期大学・高等専
門学校の高等教育機関で、「発達障害のある学生
個々の発達障害者の特性」と個々への教育的な支援
の必要性が明示された。
「大学、短期大学及び高等専門学校における障害

のある学生の修学支援に関する実態調査結果報告書
（2019）」ではASD（診断書無しも含む）が全体の
1.7％、ADHD（診断書無しも含む）が0.08％だっ
た。しかしこれは大学・短期大学・高等専門学校で
把握している数で、把握していない数を含めるとさ
らに増加すると思われる。このような学生への対応
は大学としては重要となっているが、障害者差別解
消法では、「障害のある学生から社会的障壁の除去
の実施についての意思の表明があった場合には、そ
の実施に伴う負担が過重でないときは当該障害者の
権利利益を侵害することのないよう合理的配慮を行
わなければならない」と明記されているところか
ら、学生の申し出により適宜対応している。また大
学生では、本人の個人的な問題と捉えられることが
多く、学生本人や家族、周囲の学生も発達障害から
くる問題と捉えていない場合もある。

小・中学校ではADHD傾向とASD傾向は高い相
関が知られている1）。またそれらの調査は2013年の
ASDの診断名がつけられる前で、その相関も幅が
広い2–4）。発達障害の傾向をもつ人がその環境の中
でその人に相応しい合理的配慮を得られることに
よって、発達障害による弊害が小さくなることが期
待される。大学では発達障害の傾向をもつ学生がケ
アされずに在籍している可能性があることを学校側
が考慮し、その症状に応じて対応をすることによ
り、学生の授業や学生生活への負担を軽くできるこ
とが考えられる。大学生のASD傾向とADHD傾向
の関係を見た研究は少ない。

本研究では質問紙調査による大学生のASD傾向、
ADHD傾向の把握とその関係を調査する。効果的
な発達障害学生支援のための基礎的な統計資料を提
供することを目的とした。

方法
対象

対象は、共通科目である健康と生活の講義科目の
中の「心と健康　ストレス」の２回の授業を履修し
た学生（２クラス（１つのクラスに複数の学科の学
生が履修））に対して行った。対象者は質問紙に回
答した188名でそのうち１年生以外の５名を除き回
答をした183名（男35名　女148名）を対象とした。
質問紙調査ではADHD傾向は無償で利用でき簡易な
自己記入式の「成人期 ADHD 日常生活チェックリ
スト Questionnaire Adult ADHD with Difficulties 

（以下QAD）」5）を、ASD傾向は「日本語版自閉スペ
クトラム症指数（The Autism-Spectrum Quotient: 
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AQ（以下AQ）6）を使用した。QADは：日常生活
を問う19項目からなる質問に、「全く違う」０点、

「わずかにそう思う」１点、「かなりそう思う」２
点、「全くその通り」３点の４段階評価で、低い得
点ほど支障があることになる。AQは：一般成人、
大学生を対象として自閉症傾向を測定するものとし
て開発され、幅広く用いられている7）。50項目から
構成され、各項目でASD傾向を示すとされる側に
回答すると１点となる。33点以上の場合は臨床的な
障害となりうる水準の自閉症傾向を持っていると考
えられる。またこれらの質問紙は授業の一環として
使用しており、大学生が自己記入し自分自身でも
チェック可能であることを重視した。今回の質問紙
調査はあくまでもADHD、ASDの傾向を見たもの
であり、診断を目的とするものではない。

質問紙調査は任意であり、質問紙調査を回答して
もしなくても成績には一切影響しないことを説明し
た。この研究は本大学の倫理審査委員会の承認を受
けた（第19A027号）。

結果
QADの 得 点 は31.7±10.1（mean±SD　n＝180）

だった。ADHDを判別するためのカットオフ値は
明示されていないが、一般にT得点が「65以上」と

いうカットオフ値が用いられることが多い。QAD
の得点は数値が低いほどADHD傾向があることに
なるので QADのT得点「35」以下の16.45をカット
オフ値とすると13名（男性１名　女性12名）7.2％
であった。

ASDの得点は19.0±7.5（mean±SD　n＝181）だっ
た。カットオフポイントは33とした6）。33以上は12
名（男性３名　女性９名）6.6％だった。男女差につ
いてカイ２乗検定を行ったが有意差は見られなかっ
た（chi2＝1.18　p＝0.27）。

QAD得点、ASD得点両方を回答した学生（178名　
男34名　女144名）でカットオフポイントを越えた
学生は６名（男性３名　女性３名）であった。男女
差についてカイ二乗検定を行ったが、有意差は見ら
れなかった（X2＝0.29　p＝0.59）。

QADの得点とASDの得点の相関は相関係数　r＝ 
－0.526　p＜0.00001と負の相関（図１）がみられた。

男女別での相関も両者とも有意な負の相関（男　
r＝－0.630　p＜0.00001　女　r＝－0.501　p＜0.00001）
がみられた。

考察
QADの得点は31.8±10.3（mean±SD）でカット

オフポイント以下は6.6％だった。我が国の先行研

図1　ASD得点とADHD得点の相関図　r＝－0.526　p＜0.00001
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究では2.9－32％と幅が広い8–11）。海外のデータであ
るがADHDの有病率は5.8％－19.8％となっている12）。
同じQADの質問紙調査による先行研究では9.8％だっ
た 12）。AQ得点は18.9±7.5（mean±SD　n＝178）
カットオフポイント以上では5.6％であり、ASDの成
人期の有病率は４～５％程度といわれている 14）が
有病率であり質問紙調査ではそれよりも高いと考え
る。若林の調査6）では大学生は20.7±6.38（平均±
SD）でカットオフポイント以上では2.8％だった。
また高橋11）の調査では女子大学生２年生のみであ
るが18.9±6.05（mean±SD　n＝133）だった。こ
れらは診断もされておらず、あくまで傾向がみられ
るという事である。QAD、AQ得点ともカットオ
フポイントよりも高いからADHD、ASDがあると
は限らず、また低いからそうでは無いとも限らな
い。これらの質問紙調査はあくまで傾向を見てもの
であるが、調査人数や調査に用いる質問紙によって
も、発達障害（および傾向）をもつ学生の割合には
ばらつきがあと言われており8）、ADHD、ASDと
もに傾向を有する者であるが広い幅であるが我々の
調査結果も妥当であると考える。

ASDの診断によるレビューでは男女差が見られ
ている。またAQの作成者15）や日本語版AQの作成
者6）では女性よりも男性の方が得点が高いと述べて
いる。しかし我が国の先行研究では、同じ質問紙に
よる大学生のASD傾向で見た場合16–18）、明らかな
性差は見られておらず、本研究でも性差はみられな
かった。

ADHDとASDの相関を見た研究ではその関係は
14％から78％と幅が広い19）。いずれもADHD、ASD
と診断された者を対象としているため、本研究の一
般学生の傾向を見た結果とは安易に比較できない。

また、小児でのADHDとASDでは相関がみられ
るが、成人期の関係を見たものは少なく、我が国で
は高橋11）の調査した質問紙調査全体での相関は見
られなかった。われわれの調査ではADHD得点と
ASD得点には有意な負の相関がみられた。ADHD
傾向を見た質問紙調査であるQADは数値が低いほ
どADHD傾向がみられることから、負の相関は
ADHD傾向が高いほどASD傾向も高いことを示し
ている。小児ではADHDが最初に診断されると
ASDの診断が遅れてしまうと言われる20）。DSM-5
ではPDDからASDへと診断名の変更があっただけ
でなく、ASDとADHDとの併存が認められるよう
になった。本調査の結果からもあくまで傾向である
が、両者の関係深いことが分かった。ADHD傾向

を持つ大学生では、課題や講義、対人関係と回答し
た学生が多く21）、科目の選択などは自分自身によっ
て決定して履修登録などシステマティックな作業が
不得意と考えられる。また大学ではASD傾向の学
生ではこだわりが強く、人との人間関係が取りにく
く、周囲からの理解も得られにくい22）。本結果より、
大学生においては、小中学生に見られるADHD傾
向、ASD傾向の諸症状だけに捉われず、両方の特
性を持つ学生がいる可能性があることを想定した配
慮および対応が必要と考える。

本質問紙調査は授業の一環として行われており、
ADHD、ASDの内容と質問紙調査の数値の意味す
るところの説明を行っている。それぞれの結果は学
生自身も把握することができることから、学生本人
が個々の傾向を理解し、授業を円滑に進めることが
できると考える。

またこれらの結果よりADHD傾向とASD傾向両
方の特性を持つ学生がいる可能性があることを念頭
に置き、理解されにくい症状を呈する学生に対して
も学校側が最大限考慮し、個々の学生の症状に応じ
て適切な対応をすることにより、授業への参加や
日々の学生生活への負担が少なくなることが考えら
れる。
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